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     食品廃棄物の再生利用に向けて
特集

　食品廃棄物をめぐる状況を見ると、食品廃棄物の再生利用率は近年、事業系が 7割前後で足踏みし、
家庭系はわずか７％程度にとどまっています。自治体には、家庭系の再生利用率の引き上げに向けた果敢な
挑戦が求められます。自治体が再生利用を進める際には、再生利用事業者の活用が有力な選択肢となるこ
とから、本号では、首都圏の再生利用事業者をピックアップして紹介する特集を組みました。
　もう一つの重要課題は食品ロスの削減です。日本では、食料を輸入に大きく依存しながら、2016 年度で、
食料の食用仕向量（粗食料＋加工用）8,088 万ｔのうち1/3の 2,759 万ｔが廃棄物となっており、その中には、
食べられるのに捨てられる食品ロスが1/4 の 643 万ｔ  も含まれています。
　また、世界では、食料不足のため 9 人に１人（約 8 億人）が飢えや栄養不良で苦しんでいる一方で、生
産された食料の1/3が毎年廃棄されています。食品ロスの削減は、世界共通の目標となっています。

　まとめ ≡ ごみ・環境ビジョン21運営委員　小野寺 勲

食品廃棄物の発生状況と再生利用状況

事業系食品廃棄物の発生状況と再生利用状況

●  食品廃棄物の発生量

　直近の食品廃棄物の発生量は、事業系 1,765 万ｔ、家庭系
766 万ｔで、３割は家庭から排出されています。いずれも発生抑
制は遅 と々して進んでいません。

●  食品廃棄物の再生利用率

　食品廃棄物は、飼料をはじめ、肥料、メタン、油脂（石鹸、
塗料、インキ等の原料）、燃料（ＲＤＦ・ＢＤＦ・炭）に再生利用
されています。再生利用率は、事業系が 7 割前後で足踏みし、
家庭系は７％程度にとどまっています。

●  事業系食品廃棄物の業種別発生量

　事業系食品廃棄物の発生源としては、食品製造業が約 8 割
を占めています。食品製造業で発生する食品廃棄物は、ほとん
どが食品加工残渣（大豆かす、ふすま、菓子・パンくず等）。

（２ｐ左欄） 

■食品廃棄物の発生状況と再生利用状況 

 

●食品廃棄物の発生量 

直近の食品廃棄物の発生量は、事業系 1,765万ｔ、家庭系 766万ｔで、３割は家庭から排出されてい

ます。いずれも発生抑制は遅々として進んでいません。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

合計 
2,775 

(100.0) 

2,842 

(100.0) 

2,759 

(100.0) 

2,550 

(100.0) 

2,531 

(100.0) 

事業系 
1,953 

(70.4) 

2,010 

(70.7) 

1,970 

(71.4) 

1,767 

(69.3) 

1,765 

(69.7) 

家庭系 
  822 

(29.6) 

  832 

(29.3) 

  789 

(28.6) 

  783 

(30.7) 

  766 

(30.3) 

(出典)農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等 

（概念図）」（各年度） 

        ※カッコ内は、事業系・家庭系の構成比（％） 

 

●食品ロスの発生量 

直近では、食品廃棄物のうち食品ロスが事業系で 18％の 324万ｔ、家庭系では 36％の 276万ｔあり、

食品ロスの半分近くは家庭から発生しています。国は、食品ロスを 2030年度までに事業系 273万ｔ、

家庭系 216万ｔ（2000年度比で半減）とする目標を設定しています。 

食品ロスの発生要因は、事業系では、規格外品、返品、売れ残り、食べ残し等、家庭系では、食べ残

し、過剰除去、直接廃棄。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

合計 
621 

(22.4) 

646 

(22.7) 

643 

(23.3) 

612 

(24.0) 

600 

(23.7) 

事業系 
339 

(17.4) 

357 

(17.8) 

352 

(17.9) 

328 

(18.6) 

324 

(18.4) 

家庭系 
282 

(34.3) 

289 

(34.7) 

291 

(36.9) 

284 

(36.3) 

276 

(36.0) 

(出典)農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等 

（概念図）」（各年度） 

        ※カッコ内は、食品廃棄物中の食品ロスの比率（％） 

     食品ロス発生量÷食品廃棄物発生量×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２ｐ左欄） 

■食品廃棄物の発生状況と再生利用状況 

 

●食品廃棄物の発生量 

直近の食品廃棄物の発生量は、事業系 1,765万ｔ、家庭系 766万ｔで、３割は家庭から排出されてい

ます。いずれも発生抑制は遅々として進んでいません。 
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(出典)農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等 

（概念図）」（各年度） 

        ※カッコ内は、事業系・家庭系の構成比（％） 

 

●食品ロスの発生量 

直近では、食品廃棄物のうち食品ロスが事業系で 18％の 324万ｔ、家庭系では 36％の 276万ｔあり、

食品ロスの半分近くは家庭から発生しています。国は、食品ロスを 2030年度までに事業系 273万ｔ、

家庭系 216万ｔ（2000年度比で半減）とする目標を設定しています。 

食品ロスの発生要因は、事業系では、規格外品、返品、売れ残り、食べ残し等、家庭系では、食べ残

し、過剰除去、直接廃棄。 
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(出典)農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等 

（概念図）」（各年度） 

        ※カッコ内は、食品廃棄物中の食品ロスの比率（％） 

     食品ロス発生量÷食品廃棄物発生量×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●  食品ロスの発生量

　直近では、食品廃棄物のうち食品ロスが事業系で 18％の

324 万ｔ、家庭系では 36％の 276 万ｔあり、食品ロスの半分

近くは家庭から発生しています。国は、食品ロスを 2030 年度

までに事業系 273 万ｔ、家庭系 216 万ｔ（2000 年度比で半減）

とする目標を設定しています。

（２ｐ右欄） 

●食品廃棄物の再生利用量 

食品廃棄物は、飼料をはじめ、肥料、メタン、油脂（石鹸、塗料、インキ等の原料）、燃料（ＲＤＦ・

ＢＤＦ・炭）に再生利用されています。再生利用率は、事業系が 7割前後で足踏みし、家庭系は７％程

度にとどまっています。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017  

年度 

2018 

年度 

合計 
1,405 

(50.6) 

1,482 

(52.1) 

1,454 

(52.7) 

1,287 

(50.6) 

1,274 

(50.3) 

事業系 
1,350 

(69.1) 

1,426 

(70.9) 

1,398 

(71.0) 

1,230 

(69.6) 

1,218 

(69.0) 

家庭系 
   55 

( 6.7) 

   56 

( 6.7) 

   56 

( 7.1) 

   57 

( 7.3) 

   56 

( 7.3) 

(出典)農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等 

（概念図）」（各年度） 

        ※カッコ内は、食品廃棄物の再生利用率（％） 

      食品廃棄物再生利用量÷食品廃棄物発生量×100 

 

■事業系食品廃棄物の発生状況と 

再生利用状況 

 

●事業系食品廃棄物の業種別発生量 

 事業系食品廃棄物の発生源としては、食品製造業が約 8割を占めています。食品製造業で発生する食

品廃棄物は、ほとんどが食品加工残渣（大豆かす、ふすま、菓子・パンくず等）。 

                     （単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

食品産業計 
1,953 

(100.0) 

2,010 

(100.0) 

1,970 

(100.0) 

1,767 

(100.0) 

1,765 

(100.0) 

食品製造業 
1,606 

(82.2) 

1,653 

(82.2) 

1,617 

(82.1) 

1,411 

(79.9) 

1,400 

(79.3) 

食品卸売業 
  27 

( 1.4) 

   29 

( 1.4) 

   27 

( 1.4) 

   27 

( 1.5) 

   28 

( 1.6) 

食品小売業 
127 

( 6.5) 

  128 

( 6.4) 

  127 

( 6.4) 

  123 

( 7.0) 

  122 

( 6.9) 

外食産業 
 194 

( 9.9) 

  200 

(10.0) 

  199 

(10.1) 

  206 

(11.7) 

  215 

(12.2) 

（出典）農林水産省「食品廃棄物等の年間発生量及び食品循環 

資源の再生利用量等実施率」（各年度） 

      ※カッコ内は、業種別構成比（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２ｐ右欄） 

●食品廃棄物の再生利用量 

食品廃棄物は、飼料をはじめ、肥料、メタン、油脂（石鹸、塗料、インキ等の原料）、燃料（ＲＤＦ・

ＢＤＦ・炭）に再生利用されています。再生利用率は、事業系が 7割前後で足踏みし、家庭系は７％程

度にとどまっています。 
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(出典)農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等 

（概念図）」（各年度） 

        ※カッコ内は、食品廃棄物の再生利用率（％） 

      食品廃棄物再生利用量÷食品廃棄物発生量×100 

 

■事業系食品廃棄物の発生状況と 

再生利用状況 

 

●事業系食品廃棄物の業種別発生量 

 事業系食品廃棄物の発生源としては、食品製造業が約 8割を占めています。食品製造業で発生する食

品廃棄物は、ほとんどが食品加工残渣（大豆かす、ふすま、菓子・パンくず等）。 
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( 出典 ) 農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等
　　　　（概念図）」（各年度）
        ※カッコ内は、事業系・家庭系の構成比（％）

( 出典 ) 農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等
　　　　（概念図）」（各年度）
        ※カッコ内は、食品廃棄物中の食品ロスの比率（％）
　　　　　食品ロス発生量÷食品廃棄物発生量×100

( 出典 ) 農林水産省・環境省「食品廃棄物等の利用状況等（概念図）」（各年度）
        ※カッコ内は、食品廃棄物の再生利用率（％）
　　　　  食品廃棄物再生利用量÷食品廃棄物発生量×100

（出典）農林水産省「食品廃棄物等の年間発生量及び食品循環
　　　資源の再生利用量等実施率」（各年度）
   　　 ※カッコ内は、業種別構成比（％）



　　　　ごみっと ・ ＳＵＮ   vol.26　　　3　　　

家庭系食品廃棄物の発生状況と再生利用状況●  事業系食品ロスの業種別発生量

　食品廃棄物中の食品ロスの比率は、食品製造業の 9％に対
し、非製造業では 50％を超えています。食品ロスの発生要因は、
製造・卸・小売業では、規格外品、返品、売れ残り、外食産業
では、仕込み過ぎ、食べ残し。

●  事業系食品廃棄物の業種別再生利用量

　直近の食品廃棄物の再生利用率を見ると、食品製造業では、
排出される食品廃棄物が均質で飼料や肥料に利用しやすいた
め 8 割と高い。一方、食品小売業や外食産業では、食品廃棄
物に異物が混入していて飼料や肥料に利用できないものが多く、
それぞれ 39％、19％にとどまっています。

●  登録再生利用事業者による再生利用事業の内訳

　再生利用の委託先となる再生利用事業者の育成を図るため、
優良事業者を登録する制度があり、登録再生利用事業者一覧表
をネット上で閲覧できます。再生利用事業の内訳は下表のように
なっています。

●  家庭系食品ロスの発生要因別発生量

　直近の家庭系食品ロスの内訳は、食べ残し 45％、直接廃棄
35％、過剰除去 21％。もったいないにこだわり、食品ロスを発
生させないよう心がけるとともに、発生した食品廃棄物は、自家
処理やフードドライブの活用により廃棄しないようにしたい。

●  自治体の食品廃棄物分別収集状況

　食品廃棄物を分別収集している自治体は、一部地域のみで
の実施を含め 14％にとどまっています。

●  自治体における食品廃棄物の再生利用手法

　食品廃棄物の再生利用を実施している（委託を含む）自治体
は、全 1,741自治体中 243自治体（14％）。手法としては堆肥化
が最も多く、次いで燃料化 (ＲＤＦ化、ＢＤＦ化、炭化）。

（３ｐ左欄） 

●事業系食品ロスの業種別発生量 

 食品廃棄物中の食品ロスの比率は、食品製造業の 9％に対し、非製造業では 50％を超えています。食

品ロスの発生要因は、製造・卸・小売業では、規格外品、返品、売れ残り、外食産業では、仕込み過ぎ、

食べ残し。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

食品産業計 
339 

(17.4) 

357 

(17.8) 

352 

(17.9) 

328 

(18.6) 

324 

(18.4) 

食品製造業 
144 

( 9.0) 

140 

( 8.5) 

137 

( 8.5) 

121 

( 8.6) 

126 

( 9.0) 

食品卸売業 
 16 

(59.3) 

 18 

(62.1) 

 16 

(59.3) 

 16 

(59.3) 

 16 

(57.1) 

食品小売業 
 60 

(47.2) 

 67 

(52.3) 

 66 

(52.0) 

 64 

(52.0) 

 66 

(54.1) 

外食産業 
120 

(61.9) 

133 

(66.5) 

133 

(66.8) 

127 

(61.7) 

116 

(54.0) 

（出典）農林水産省「食品ロス量の推移（平成 24～30年度）」 

     ※カッコ内は、食品廃棄物中の食品ロスの比率（％） 

      

●事業系食品廃棄物の業種別再生利用量 

 直近の食品廃棄物の再生利用率を見ると、食品製造業では、排出される食品廃棄物が均質で飼料や肥

料に利用しやすいため 8割と高い。一方、食品小売業や外食産業では、食品廃棄物に異物が混入してい

て飼料や肥料に利用できないものが多く、それぞれ 39％、19％にとどまっています。 
（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

食品産業計 
1,350 

(69.1) 

1,426 

(70.9) 

1,398 

(71.0) 

1,230 

(69.6) 

1,218 

(69.0) 

食品製造業 
1,259 

(78.4) 

1,335 

(80.8) 

1,309 

(81.0) 

1,125 

(79.7) 

1,116 

(79.7) 

食品卸売業 
   13 

(48.1) 

   15 

(51.7) 

   13 

(48.1) 

   15 

(55.6) 

   15 

(53.6) 

食品小売業 
   47 

(37.0) 

   48 

(37.5) 

   48 

(37.8) 

   47 

(38.2) 

   47 

(38.5) 

外食産業 
   31 

(16.0) 

   29 

(14.5) 

   29 

(14.6) 

   42 

(20.4) 

   40 

(18.6) 

（出典）農林水産省「食品廃棄物等の年間発生量及び食品 

循環資源の再生利用量等実施率」（各年度） 

      ※カッコ内は、食品廃棄物の再生利用率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３ｐ左欄） 

●事業系食品ロスの業種別発生量 

 食品廃棄物中の食品ロスの比率は、食品製造業の 9％に対し、非製造業では 50％を超えています。食

品ロスの発生要因は、製造・卸・小売業では、規格外品、返品、売れ残り、外食産業では、仕込み過ぎ、

食べ残し。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

食品産業計 
339 

(17.4) 

357 

(17.8) 

352 

(17.9) 

328 

(18.6) 

324 

(18.4) 

食品製造業 
144 

( 9.0) 

140 

( 8.5) 

137 

( 8.5) 

121 

( 8.6) 

126 

( 9.0) 

食品卸売業 
 16 

(59.3) 

 18 

(62.1) 

 16 

(59.3) 

 16 

(59.3) 

 16 

(57.1) 

食品小売業 
 60 

(47.2) 

 67 

(52.3) 

 66 

(52.0) 

 64 

(52.0) 

 66 

(54.1) 

外食産業 
120 

(61.9) 

133 

(66.5) 

133 

(66.8) 

127 

(61.7) 

116 

(54.0) 

（出典）農林水産省「食品ロス量の推移（平成 24～30年度）」 

     ※カッコ内は、食品廃棄物中の食品ロスの比率（％） 

      

●事業系食品廃棄物の業種別再生利用量 

 直近の食品廃棄物の再生利用率を見ると、食品製造業では、排出される食品廃棄物が均質で飼料や肥

料に利用しやすいため 8割と高い。一方、食品小売業や外食産業では、食品廃棄物に異物が混入してい

て飼料や肥料に利用できないものが多く、それぞれ 39％、19％にとどまっています。 
（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

食品産業計 
1,350 

(69.1) 

1,426 

(70.9) 

1,398 

(71.0) 

1,230 

(69.6) 

1,218 

(69.0) 

食品製造業 
1,259 

(78.4) 

1,335 

(80.8) 

1,309 

(81.0) 

1,125 

(79.7) 

1,116 

(79.7) 

食品卸売業 
   13 

(48.1) 

   15 

(51.7) 

   13 

(48.1) 

   15 

(55.6) 

   15 

(53.6) 

食品小売業 
   47 

(37.0) 

   48 

(37.5) 

   48 

(37.8) 

   47 

(38.2) 

   47 

(38.5) 

外食産業 
   31 

(16.0) 

   29 

(14.5) 

   29 

(14.6) 

   42 

(20.4) 

   40 

(18.6) 

（出典）農林水産省「食品廃棄物等の年間発生量及び食品 

循環資源の再生利用量等実施率」（各年度） 

      ※カッコ内は、食品廃棄物の再生利用率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）農林水産省「食品ロス量の推移（平成 24 ～ 30 年度）」
  　  ※カッコ内は、食品廃棄物中の食品ロスの比率（％）

（出典）農林水産省「食品廃棄物等の年間発生量及び食品
        循環資源の再生利用量等実施率」（各年度）
 　    ※カッコ内は、食品廃棄物の再生利用率（％）

（３ｐ左欄続き） 

●登録再生利用事業者による再生利用事業の内訳 

再生利用の委託先となる再生利用事業者の育成を図るため、優良事業者を登録する制度があり、登録

再生利用事業者一覧表をネット上で閲覧できます。再生利用事業の内訳は下表のようになっています。 

       （2020年 6月末現在）（件数） 

 登録事業場数        161 

肥料化事業  99 

飼料化事業  53 

油脂化事業  24 

 メタン化事業  11 

炭化事業   2 

（出典）農林水産省「登録再生利用事業者 

一覧表」より編者集計。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）農林水産省「登録再生利用事業者一覧表」より編者集計。

（３ｐ右欄） 

■家庭系食品廃棄物の発生状況と 

自治体の再生利用への取り組み 

 

●家庭系食品ロスの発生要因別発生量 

 直近の家庭系食品ロスの内訳は、食べ残し 45％、直接廃棄 35％、過剰除去 21％。食べ残しが増え、

過剰除去が減っています。各家庭で、もったいないにこだわり、食品ロスを発生させないよう心がける

とともに、発生した食品廃棄物は、堆肥化やフードドライブの活用などにより廃棄しないようにしたい。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

合計 
282 

(100.0) 

289 

(100.0) 

291 

(100.0) 

284 

(100.0) 

276 

(100.0) 

直接廃棄 
 87 

(30.9) 

 86 

(29.8) 

 89 

(30.6) 

100 

(35.2) 

 96 

(34.8) 

過剰除去 
 91 

(32.3) 

 89 

(30.8) 

 90 

(30.9) 

 65 

(22.9) 

 57 

(20.7) 

食べ残し 
105 

(37.2) 

114 

(39.4) 

112 

(38.5) 

119 

(41.9) 

123 

(44.6) 

（出典）環境省「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の 

取組に係る実態調査」（各年度） 

     ※カッコ内は、発生要因別構成比（％） 

    

●自治体の食品廃棄物分別収集状況 

食品廃棄物を分別収集している自治体は、一部地域のみでの実施を含め 14％にとどまっています。  

（単位：％） 

 2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

全域で分別収集  7.0  7.7  8.0  8.9  9.4 

一部地域のみで

分別収集 
 7.1  6.6  6.6  5.7  5.0 

分別収集してい 

ない 
83.9 83.5 84.0 84.3 83.2 

その他  1.8  2.2  1.3  0.9  1.4 

無回答  0.1 -  0.1  0.2  1.0 

ｎ 1,599 1,709 1,706 1,703 1,666 

 (出典)環境省「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の 

取組に係る実態調査」アンケート調査結果（各年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （2019年度現在）（件数） 

全自治体数 1,741 

実施自治体数 243 

堆肥化 120（45） 

飼料化  17（15） 

メタン化  41（14） 

燃料化 106（31） 

（出典）環境省「一般廃棄物処理実態調査結果 

（令和元年度）」等より編者集計。巻末参照。 

  ※１ 燃料化は、ＲＤＦ化、ＢＤＦ化、炭化。 

 ※２ １件の年間処理量が 100ｔ未満は除く。 

 ※３ カッコ内は委託。 

（出典）環境省「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の
         取組に係る実態調査」（各年度）
　　 ※カッコ内は、発生要因別構成比（％）

（出典）環境省「一般廃棄物処理実態調査結果
        （令和元年度）」等より編者集計。巻末参照。
　※1　１件の年間処理量が 100ｔ未満は除く。
　※ 2　カッコ内はそのうち委託。

（３ｐ右欄） 

■家庭系食品廃棄物の発生状況と 

自治体の再生利用への取り組み 

 

●家庭系食品ロスの発生要因別発生量 

 直近の家庭系食品ロスの内訳は、食べ残し 45％、直接廃棄 35％、過剰除去 21％。食べ残しが増え、

過剰除去が減っています。各家庭で、もったいないにこだわり、食品ロスを発生させないよう心がける

とともに、発生した食品廃棄物は、堆肥化やフードドライブの活用などにより廃棄しないようにしたい。 

（単位：万ｔ） 

 2014 

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

合計 
282 

(100.0) 

289 

(100.0) 

291 

(100.0) 

284 

(100.0) 

276 

(100.0) 

直接廃棄 
 87 

(30.9) 

 86 

(29.8) 

 89 

(30.6) 

100 

(35.2) 

 96 

(34.8) 

過剰除去 
 91 

(32.3) 

 89 

(30.8) 

 90 

(30.9) 

 65 

(22.9) 

 57 

(20.7) 

食べ残し 
105 

(37.2) 

114 

(39.4) 

112 

(38.5) 

119 

(41.9) 

123 

(44.6) 

（出典）環境省「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の 

取組に係る実態調査」（各年度） 

     ※カッコ内は、発生要因別構成比（％） 

    

●自治体の食品廃棄物分別収集状況 

食品廃棄物を分別収集している自治体は、一部地域のみでの実施を含め 14％にとどまっています。  

（単位：％） 

 2015 

年度 

2016 

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019 

年度 

全域で分別収集  7.0  7.7  8.0  8.9  9.4 

一部地域のみで

分別収集 
 7.1  6.6  6.6  5.7  5.0 

分別収集してい 

ない 
83.9 83.5 84.0 84.3 83.2 

その他  1.8  2.2  1.3  0.9  1.4 

無回答  0.1 -  0.1  0.2  1.0 

ｎ 1,599 1,709 1,706 1,703 1,666 

 (出典)環境省「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の 

取組に係る実態調査」アンケート調査結果（各年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ( 出典 ) 環境省「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の
　　　取組に係る実態調査」アンケート調査結果（各年度）



１

3

42

4　　　ごみっと ・ ＳＵＮ   vol.26

食品廃棄物リサイクル事業の取り組み
株式会社 アルフォ

常務取締役　野村 幸江

発させる原理を利用した技術で、受け入れた食品廃棄
物を破砕した後、廃食用油と混合して予備加熱を行い、
その後、減圧下の乾燥機の中で蒸気による間接加熱に
より食品廃棄物に含まれる約 80％の水分を約４～５％ま
で蒸発乾燥させます。廃食用油を熱媒体とすることによ
り、廃食用油が自由に流動し、食品廃棄物にむらなく熱
を均等に伝え、短時間での乾燥が可能となります。
　また、栄養分を自身に溶かし込まない廃食用油の特
性により、水溶性蛋白質の溶出がなく栄養価の高い飼料
原料が製造できるメリットがあります。
　受け入れた食品廃 棄物に対して重量比で 約２割が
配 合 飼料 原 料として製 造され、2016 年 度 実 績で 約
35,000トンの食品廃棄物を受け入れ、約 8,000トンの配
合飼料原料を製造販売しています。

　　食品廃棄物の搬入先の業種

　食品廃棄物の主な排出事業者は、食品リサ
イクル法の対象となる食品関連事業者で、搬
入される食品廃棄物の種類は、事業系一般
廃棄物が 80％、産業廃棄物である動植物性
残さが 20％となっています。
　搬入先の業種としては、ホテル、レストラン、
ファーストフード、外食チェーン、複合商業施設、
駅ビル、オフィスビルのテナント等が 30％、コ
ンビニエンスストアが 20％、スーパー、小売
店、百貨店が 20％、社員・職員食堂、学校・
保育園等の給食が 10％、食品製造工場・お
弁当惣菜工場、食品メーカー等が 20％となっ
ています。

　　商品化・流通の状況

　 施設で製造された配合飼料
原料は、「アルフォミール」( 写真 )
という商品 名で 配 合 飼 料メー
カーに供給しています。
　 配合 飼料メーカーでは、トウ
モロコシ等を主体とした穀類に
アルフォミールを配合し、配合

　2000 年 6 月に食品リサイクル法が制定されて 20 年
余、食品廃棄物の排出抑制・再資源化は大きく進展し
てきましたが、未だ年間 612 万トン (2017 年度 ) の食品ロ
スが発生しており、さらなる取り組みが求められています。

　

　　食品ロスを資源に

　 弊社は、大田区城南島に、東京都が推進する各種リ
サイクル事業のコア基地と位置付ける「東京スーパー
エコタウン事業」の第１次公募に選定され、食品リサイク
ル（飼料化）に特化した施設として、2006 年 4 月に第１
工場の「城南島飼料化センター」（写真）を稼働しました。
　食品製造等で生じる加工残渣や食品の流通・消費過
程で生じる売れ残りや食べ残し等の食品廃棄物を再生
利用し、廃棄処分を減らすとともに環境負荷の少ない循
環型社会の構築に寄与すべく取り組んでいます。

　　効率的な飼料化システムの導入

　弊社の資源化 ( 飼料化 ) システムは、食品廃棄物を
「油温減圧式脱水乾燥法」という乾燥技術により豚・鶏

用の飼料原料を製造するもので、施設の処理能力は 1
日当たり140トン、年間稼働日数は 355日、24 時間稼働
となっています。
　弊社で採用した「油温減圧式脱水乾燥法」は「天
ぷら方式」とも呼ばれ、まさに天ぷらを揚げて水分を蒸
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飼料を製造しています。アルフォミールを配合した配合
飼料は、飼料商社等を通じて養豚・養鶏業者に販売され、
高い評価を得ています。

　　新たな飼料化施設の建設

　2013 年 9 月に「東京スーパーエコタウン事業」の第
３次公募があり、弊社は長年培ってきた経験・技術を
基に改善を加えてきた「油温減圧式脱水乾燥法」によ
る食品廃棄物の飼料化に加え、さらなる省エネルギー、
ＣＯ２排出量削減による環境負荷の低減を目的に「バイ
オマス発電」設備を併設した複合プラントで事業提案
を行い、公募に参加しました。
　 選定の結果、その先進性が評価されて事業認定を
受け、2017 年 6 月より「城南島第２飼料化センター」と
して稼働しました。
　さらに効率化された「油温減圧式脱水乾燥装置」で
日量 140トンを処理、飼料化すると共に、食品廃棄物に
多量に含まれる水分約 30トンを前処理で固液分離し、
その厨芥液をメタン発酵設備でバイオガス化し、ガス
エンジンの燃料として使用し発電しています。
　 発電 能 力は一 般 家 庭 約 400 世帯 分に相当する約
4,200ｋＷｈ／日となっており、発電した電力は、経産省
の固定価格買い取り制度を利用し、売電しています。
　写真は城南島第２飼料化センター。左のタンクはメタ
ン発酵槽。

　　環境対策

（１）臭気

　工場内の臭気は、薬液洗浄塔へ吸引し、酸とアルカ
リによる薬液洗浄脱臭を行っています。各機器内の臭気

は密閉状態にして吸引し、燃焼脱臭炉により約 760℃の
温度で燃焼分解処理を行っています。

（２）水

　食品廃棄物から蒸発した水分や車両の洗浄水は排水
処理設備で物理的、生物的処理を施し、下水道排除基
準に沿った排水に浄化し、下水道放流します。また、そ
の一部を中水利用することにより上水の使用量を抑えて
います。

（３）大気

　乾燥装置の熱源に使用する蒸気ボイラーは、低ＮＯ x
認定機器（東京都）を使用し、ボイラー、臭気燃焼炉
の燃料は都市ガスを使用することにより大気を汚しませ
ん。

（４）振動・騒音

　この地域は、工業専用地域のため振動、騒音に関し
て規則はありませんが、アルフォで準工業地域並みの自
主管理値を設定し、自ら厳しい目標を課すことにより近隣
地域への配慮に心がけています。

　　食品リサイクル法の特例による広域処理の推進

　両工場とも国の「再生利用事業登録証明書」を取得
しており、食品リサイクル法 21条の規定により搬入する

収 集運搬業者は工場の所在する東
京都・大田区の許可が不要となり、収
集地域での許可のみで搬入できるた
め、広域処理が可能となっています。

　　おわりに

　食品廃棄物の飼料化は、その成分
やカロリーを有効に活用できる手段で
あり、また、食品廃棄物のバイオガス
化は大気中の二酸化炭素を増加させ
ないカーボンニュートラルな再生可能
エネルギーと位置付けられ地球温暖

化対策として有用であると考えます。
　弊社は、これら２つの施設を最大限活用し、東京都を
はじめ首都圏においてまだまだ決して十分とはいえない
食品廃棄物リサイクルの推進に微力ではありますが貢献
してまいります。　　
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JFE エンジニアリンググループの バイオガス発電施設
株式会社 Ｊバイオフードリサイクル

管理グループリーダー　大場 裕子

　　事業の概要

　 農林水産省は食品廃棄物のリサイクルを推進するため、
業界毎に数値目標を掲げ、その手法も飼料化、肥料化、メ
タン化等の順に優先順位を示しています。
　目標値の達成状況は、食品製造業や食品卸売業では目標
をクリアしつつありますが、食品小売業や外食産業では未達
です。その理由は、これらの食品廃棄物は異物混入が多く、
従来の飼料化、肥料化では煩雑な分別作業を伴うためであ
り、その大半が焼却処分されていました。これに対しメタン化
は、プラ等の異物混入物でも受入可能でリサイクル率向上施
策として注目を集めています。

　㈱Ｊバイオフードリサイクル（以下「Ｊバイオ」）は、「食品
廃棄物の再生利用推進」と「環境にやさしいエネルギーの
創出」を目指して、メタン発酵技術によるバイオガス発電プ
ラントの建設実績や廃棄物処理技術を持つＪＦＥエンジニアリ
ンググループ（以下「ＪＦＥエンジ」）と食品廃棄物の再利用
に取り組むＪＲ東日本グループが共同で設立し、2018 年 7 月
横浜市鶴見区に工場が完成（ 写真 1 ）。
　産業廃棄物および一般廃棄物の処分
業許可を横浜市から取得し、同年 8 月よ
り食品廃棄物を受け入れて操業を開始し
ています。

　
　　施設の運転状況

　リサイクル施設の処理能力は日量 80t
（ 一 般 廃 棄 物 40t、産 業 廃 棄 物 40t）。

2019 年 3 月は月平均約 44t / 日（設計の
55%）、2020 年 3 月には月平均約 56t/ 日

（設計の 70%）の食品廃棄物を受け入れ
ました。2021年度末には 80t / 日の食品
廃棄物を受入れる計画です。

　一般廃棄物はＪＲ東日本グループの商業施設から排出され
る食品廃棄物のほか、コンビニエンスストアやスーパーマー
ケットなどから排出される事業系食品廃棄物で、産業廃棄物
は食品工場や食品加工会社などから排出される食品廃棄物
です。2020 年 2 月には処理委託要望が多かった廃飲料の
処分業許可を取得し受入を開始しています。
　処理工程（ 図  １ ）は、
① 受入れた食品廃棄物を破砕装置で破砕し、不適物除去

装置でプラ類等の発酵不適物を除去。プラスチックや紙
の混入も15％程度であれば問題なく、コンビニ弁当の容器
等であれば事前に分別の必要はありません。その後、加
水スラリー化し、調整槽へ移送されます。

② スラリー化された食品廃棄物は調整槽から連続的に発酵
槽へ送られ、約 20 日間、約 37℃でメタン発酵されバイオ
ガスを発生させます。

③④ 発生したバイオガスはガスホルダーを経由し、出力
900k Ｗのガスエンジン発電機 2 基により発電されます。
年間想定発電量は約 1,100 万k Ｗh/ 年（一般家庭の約 3,000
世帯分の年間使用電力量に相当）、年間 5,500t のＣＯ2 を削
減します。発電した電気はＪＦＥエンジグループの電力小売
会社であるアーバンエナジー㈱へＦＩＴ（再生可能エネルギー
固定価格買取制度）契約に基づいて売電されます。ガスエ
ンジン発電機から生じた廃熱の一部は発酵槽の加温に利
用されます。

⑤⑥ 発酵後の残渣は脱水処理を行った後、脱水汚泥は焼
却施設やセメント工場で処理し、脱水ろ液は下水道放流
基準値以下になるまで生物処理を行います。処理水は施
設内で再利用し、余剰分は下水道放流します。

　J バイオの発電は食品廃棄物中の有機物を原料とするの
で、グリーンな電力です。J バイオの発電量及びＣＯ2 削減量

1

J&T環境

図２ 処理工程図

③ガスホルダー

⑤発酵残渣処理設備

④ガスエンジン発電設備

⑥水処理設備

写真1　施設全景

図1　処理工程図
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はホームページに公開すると共に、排出事業者に対し「リサ
イクル報告書」を発行し、各社の環境報告書等への情報提
供を行っています。
　2018 年 8 月の操業開始から 2020 年 3 月までの 2 年 8 ヵ
月の間で 、累積発電量は 24 ,939 ＭＷ h であり、累積ＣＯ2

削減量は 11, 443t - ＣＯ2 となっています。
　
　　　　

電力リサイクルループ

　J バイオではアーバンエナジーと連携し、食品廃棄物を絡
めた「創電割（廃棄物処理＋電力供給）」サービスを提供し
ています。これは排出事業者が J バイオに処分委託した廃棄
物相当分の電気を、アーバンエナジーから割引料金で排出事
業者に還元するサービスです。
　2019 年、この「創電割」にＪ＆Ｔ環境保有の電池交換型

ＥＶパッカー車（ 写真 2）を組み合わせた新メニューを追加。
ＥＶパッカー車で廃棄物を収集し、J バイオでリサイクル発電
します。発電した電力は、アーバンエナジーから排出事業者
に「創電割」で供給されるとともに、ＥＶパッカー車の充電電
力にも利用。ＥＶパッカー車による収集・運搬は民間事業者
国内初です。
　2019 年 8 月よりパシフィコ横浜（株式会社横浜国際平和
会議場）で「創電割＋ＥＶパッカー車」メニューを、2020 年
4 月より川崎キングスカイフロント東急ＲＥＩホテルで「創電割」
メニューをサービス提供開始しています ( 図 2)。
　自治体が処理する廃棄物処理料金に比べると、本施設で
の処理料金は若干割高にはなりますが、電力料金の削減に加
え、廃棄物を再生エネルギーにできるリサイクルループの取
組が、企業のＣＳＲ活動・ＳＤＧｓ（Sustainable Development 
Goals）にも活用できるとの考えから、好評を頂いています。

　　　ＳＤＧｓへの貢献

　2015 年 9 月の国連サミットで持続可能な開発目標（ＳＤＧ s）
が採択されました。J バイオも特に関連性の高く親和性のあ
る 5 つのゴール・ターゲットを特定しＳＤＧ s の達成に向けて
活動している。（カッコ内はターゲット）
＊ ゴール４：質の高い教育をみんなに（4.7）
　地元中学向け見学会、大学の授業および国際会議でのプ
　レゼン等に協力し、若者への環境教育や海外政府機関関
　係者へ情報発信等に積極的に取り組む。
＊ ゴール７：エネルギーをみんなにそしてクリーンに（7.2）
　バイオス発電により年間最大 11,000MWh（一般家庭約
　3,000 世帯）の再生可能エネルギー創出。
＊ ゴール８：働きがいも経済成長も（8.5）
　障がい者雇用を積極的に推進しつつ、ワークライフバラン
　ス重視の働きがいのある職場を目指す。
＊ ゴール９：産業と技術革新の基盤をつくろう（9.4）
　バイオガス発電事業の推進により、環境に配慮した技術 
　の導入を拡大し、持続可能性の向上を目指す。
＊ ゴール１２：つくる責任　つかう責任（12.5）
　従来リサイクル困難であった食品廃棄物のリサイクルを通 
　して、食品リサイクル率向上に貢献し、廃棄物の発生削減
　に貢献する。

　　今後の展開

　食品廃棄物は腐敗しやすく、また収集運搬コストを抑える
ため、処理施設はできるだけ消費地に近い場所に立地して
いることが必要です。したがって、J バイオのメタン発酵バイ
オガス処理事業は地産地消型のエネルギー事業といえます。
ＪＦＥエンジグループは、現在、J バイオを含む全国 5ヵ所（Ｐ
ＦＩ事業 2 施設含む）で食品リサイクル関連施設を運営してお
り、今後さらに全国に展開していく予定です。今年度末には
宮城県仙台市においてＪＲ東日本グループとの協業第 2 弾の
事業を開始予定であり、来年度には愛知県小牧市でも事業
を開始予定です。他にも複数の事業を計画中であり、ＪＦＥエ
ンジグループは、食品リサイクルの推進を通してＳＤＧ s の達
成に貢献していきます。

株式会社  Jバイオフードリサイクル  会社概要

所在地：神奈川県横浜市鶴見区弁天町 3 番地 1
設　立：2016 年 8 月1日
資本金：6,000 万円
処理量：80ｔ/ 日
処理品目：一般廃棄物（食品廃棄物）
　　　　　産業廃棄物（動植物性残さ、汚泥、
　　　　　廃酸、廃アルカリ）
発電量：約 1,100 万 kWh/ 年　( 一般家庭の約 3,000 世帯分相当 )
電　話：045-505-7845
ホームページ：https:/ /www. j-bio.co. jp/
事業内容：食品リサイクル・バイオガス発電事業、
              一般廃棄物処理業、産業廃棄物処理業

図2　創電割のスキーム図

2

川崎キングスカイフロント
東急REIホテル※

EVパッカー車による
クリーンな収集運搬 食品廃棄物をメタン発酵し

バイオマス発電

食品
廃棄物

電力
供給

グループ

図３ 創電割のスキーム図

電力供給EV充電

※東急REIホテルは創電割のみ

写真2　ＥＶパッカー車
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八王子バイオマス・エコセンター再稼働にあたって 株式会社 イズミ環境

代表取締役　伊藤 嘉高

　　これまでの経緯

　弊社の八王子バイオマス・エコセンターは、本年 2 月よ
り再稼働しました。当施設の稼働開始は 2012 年 8 月でした
が、近隣への悪臭問題が発生し、改善されないまま、2013
年 4 月に稼働を停止しました。この間、近隣 住民の皆様、
取引先の八王子市など関係各位に多大なご迷惑をおかけ
してしまいました。
　二度と悪臭問題を発生させないよう徹底的な施設の改
善・運営を行い、再び食品リサイクル施設として地域貢献
を果たしたいとの決意の下に、有識者・専門家が加わって
脱臭設備の改善や的確な発酵管理などの実証実験を行
いながら検討し、八王子市との協議及び住民説明会を重
ねてきました。
　2018 年 11月に改善計画書をまとめ、八王子市に提出し
て了承をいただき、試験運転稼働を実施して計画内容を
検 証することとなりました。必 要な許 認可手続きを経て、
防音及び 脱 臭設 備増設工事を行い、2020 年７～ 10 月に
試験運転稼働を実施しました。
　 試 験 運転 稼 働の結果は、改善計画に沿ったものであ
ることを確 認して八王子市に報告し承 認をいただき、ま
た、住民説明会においても報告しご理解をいただきました。
　これにより、廃棄物処分業許可申請を行っていましたが、
2021年 1月に許可を取得し、2021年 2 月に本稼働開始に至っ
ています。

　 稼働停止から約 8 年の間、協議・指導・支援をいただ
いた八王子市を始めとする関係諸機関、再稼働にご理解
をいただいた近隣住民の皆様には深謝申し上げます。

 　　当センターの取り組み
　

　当センターは、再稼 働にあたり、以下の事業方針に基
づいて運営していきます。
① 地域で発生した生ごみ等の食品廃棄物をリサイクル資

源としてとらえ、発酵堆肥化処理よって堆肥へと再生、
地域の農場などに還元し循環型社会形成に貢献する。
生産する堆肥の地域農家での使用により、地産地消型
の地域資源循環ネットワークを構築する。

② 近隣住民の皆様には、臭気・騒音の環境基準の厳守
を誓約し、日々 、環境測定結果を弊社ホームページに
て公開する。近隣 住民の皆様との連 絡協議会を定期
的に開催し意見・要望交換を行い、また、地域の環境
美化活動に参加するなど地域に寄り添いながら地域と
の共存・双方向でのコミュニケーションを図る。

③ 小中学校の給食残さを受け入れることから、各小中学
校に生産堆肥を無償提 供し学校菜園・花壇等で施肥
を実 体 験しながら食品リサイクルの環境学習・食育活
動に活用いただく。また、近隣の皆様へも、家庭菜園・
花壇用とて無償提供をする。

図１　食品リサイクルループ



運営主体：株式会社　イズミ環境
施設名：八王子バイオマス・エコセンター
所在地：八王子市南大沢三丁目２４番地
　　　TEL 042-682-4070 　FAX 042-682-4080
敷地面積：約 9,200㎡　
延床面積：約 5,600㎡　　　　　　　　　　　　

処理方法：発酵堆肥化
保有許可及び受入物： 
            一般廃棄物処分業（事業系一般廃棄物・厨芥類）
            産業廃棄物処分業（動植物性残さ）
許可数量：８ｔ/ 日 （稼働・運営状況を確認しながら、順次、
                         許可受入数量を増量していく）

施設概要
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④ 試験稼働で確認した最適な発酵方法・条件を遵守し
原臭の臭気抑制を図り、脱臭設 備などの日々の現 場
管理に細心の注意を払う。

　　食品リサイクルシステムの概要
　

　食品リサイクルの方法には、主にバイオガス化による発
電、飼料化、堆肥化の 3 種類があります。
　当センターは、好気性発酵により食品残さを堆肥 化す
る施設となっています。生産堆肥は、食材の生産場であ
る田畑へ供給・還元し、食品リサイクルループを構築します。
また、環境保全型農業の推進に寄与し、食の安全・安心

につながるものと考えます。
　当センターの受入物は、食品残さのみに限定しています。
また、堆肥製造工程においても化学的な物質は使用して
おらず、有機 100％の堆肥となっています。
　 再稼働のスタートを切ったばかりですが、主な食品残さ
受入先は、保育園・小中学校などの給食残さ、スーパー・
飲 食 施設・食品工場などの調理 加工残さ、青果市場の
野菜くずなどとなっています。
　 今後、地域における資源循環施設の一翼をしっかりと
担い地域貢献をしていくことを目指します。また、地域から
の信頼なくしては成り立たない事業であるため、施設の運
営管理を着実に行い安心・安全な施設運営を図っていき
ます。

図2　施設全体のパース

図３　堆肥製造の処理フロー
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小中学校の生ごみ処理機を市民も活用　

　
　20 年前、小金井市は市内の二枚橋焼却場が老朽化し、
可燃ごみ減量の必 要に迫られていました。そこで市の事
業として始めたのが、夏 休み期間中、小中学校に設置さ
れている生ごみ処理機に市民が生ごみを持ってきて投入
する取り組みです。2001 年 のことで す。
　この取り組みは好評で、市民から「夏 休み期間以外に
も投入したい」という声が高まり、市に「毎週土曜日にも
行いたい」と申し入れをしましたが、「支援はするが市の事
業としてはできない」との回答でした。そこで私たち市民
団体で教育委員会や小中学校長に働きかけ、市民ボラン
ティアが運営するということで 2008 年に「土曜日の生ごみ
投入」が実現しました。
　 土曜日の生ごみ 投 入は、夏 休 み期間中に比 べ、投 入
量は約 7 ～ 8 倍、参 加人 数は約 4 ～ 5 倍です。私が所
属するごみゼロ推進会議などからは、引き続き「土曜日投
入も市の事業にしてほしい」と市に要望を出していますが、
今のところ実現に至っていません。

　　実施校 7 校、ボランティア35名

　 小金井市には公立小学校 14 校、中学校９校があります
が、実施校は小学校 5 校、中学校 2 校です。実施してい
ない学校は小学校と中学校が隣同士だったり、近くの地域
に生ごみ処理 機が設置されていたり、校内の設置してあ
る場所が悪いなどの理由によるものです。
　 各学校では 4 人から 9 人のボランティア（無償）が生
ごみ投入管理 者として活動しています。各学校とも年間
50 回程度実施していますので、毎週土曜日に当番を決め
て、１人～ 2 人で活動に当たっています。
　 活動を始めて 10 数年が経ち、ボランティアの高齢 化
などがあり、ボランティアの確保が課題となっています。

　　投入量増、参加者増

　
　 次の表は、実施 7 校の 5 年間の実績です。2016 年度
～ 2019 年度までは平均投入量13t 余り、延べ参加者 7,500
人余りでした。
　しかし、2020 年度はコロナ感 染 症の拡大により市から
活動の中止を検 討するよう要請され、5 校が一定期間中
止し、2 校は継続しました。その結果、投入量・投入参加
者とも 25％程度減少しました。

　 一 方 継 続した学 校では増加しています。例えば 第 一
小学校では、下記の表を見るようにコロナ以前の 2018 年
は 1回の投入量は平均 32.1㎏、2012 年 1月～ 5 月は平均

も 25％程度減少しました。一方継続した学校は増加しています。例えば第一小学校では、下記の表を見

るようにコロナ以前の 2018 年は 1 回の投入量は平均 32.1 ㎏、2012 年 1 月～5 月は平均 47.0 ㎏/回と

46％も増えています。第一小学校では食用廃油の回収も行っていまが、回収量は 1か月 80ℓ あまりコロ

ナ以前に比べで約 30％増えています。 

第一小学校の生ごみ投入実績 

暦年 投入量㎏ 延べ参加者人 参加者/回 投入回数 投入量㎏/回 

2018 年 1,799 1,271 23 56 32.1 
2019 年 1,758 1,203 24 51 34.5 
2020 年 1,884 1,317 26 51 37.0 
2021 年 1 月～5 月 987 632 31 21 47.0 

 

 

Ⅱ、食廃油回収について 

食用廃油回収は 2008 年から夏休み生ごみ投入から始めています。これを引き継いで土曜生ごみ投入で

も 2010 年から始めています。現在 5校が実施しています。市は 2016年度から行政回収実施を決めまし

たがいまだに実施していません。 

Ⅲ、生ごみたい肥の配布 

小中学校の給食残渣、家庭の生ごみを生ごみ処理機器で乾燥させた乾燥物、土曜や夏休み生ごみをたい

肥化委事業者でたい肥化させ、市民に無償で配布しています。土曜生ごみ投入でも希望する方に配布し

ています。第一小学校での配布量は最近 1か月に約 30㎏～40㎏になります。 

Ⅳ、課題 

１， 広く周知を図る 

市の市報やホームページ等では土曜生ごみ投入について紹介がありますが、市民に十分周知され

ているとは言えません。ごみリサイクルカレンダー等にも紹介してもらう必要があります。 

２， ボランティアの確保 

町会などの取り組みがあるところは、ボランティアの確保に比較的安定してありますが、そうでな

いとことはボランティアの確保が大変になっているところもあります。町会への働きかけや投入

参加者の中から希望者を募るなどの対策があると思います。 

３， 市の事業とする 

令和 2年度一般廃棄物処理計画では、重点施策として、「生ごみ資源化の推進」「生ごみ投入リサイ

クル事業の実施、事業の見直し検討」とあります（10ページ）。夏休み生ごみ投入事業と同じよう

に土曜生ごみ投入活動も市民の自主性に任せるのではなく、市の事業として位置づける必要があ

ります。そのなかで必要な支援やインセンティブ等生ごみリサイクル事業を拡大充実させる必要

があります。なお、食用廃油行政回収について決めておきながら実施しないのではなく、早急に実

施に当たっての具体的な検討を開始するべきです。 

 

土曜生ごみリサイクル連絡会

第一小学校管理責任者　加藤 了教

市民の力で「土曜の朝の生ごみ投入」

 

土曜生ごみ投入実績 
（2015年度～2020年度） 

年度 投入量 
（㎏） 

延べ参加者

（人） 
2016 13,348 7,348 
2017 13,438 7,900 
2018 13,251 7,639 
2019 12,529 7,273 
2020 9,723 5,700 
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47.0㎏ / 回と 46％も増えています。第一小学校で食用廃
油の回収も行っていますが、回収量は 1か月 80ℓ余 。コ
ロナ以前に比べで約 30 ％ 増えています。

　　食用廃油回収

　 食 用廃 油の回収は 2008
年 の 夏 休 み 生ご み 投 入 か
ら始めています。これを引き
継いで土曜生ごみ投入でも
2010 年から始 めました。現
在 5 校が実施しています。
　 市は 2016 年 度 からの 行
政回収実施を決めましたが、
いまだに実施していません。

　　生ごみたい肥の配布

　 小中学校の給 食 残渣、土曜・夏 休みに持ち込まれた
家庭の生ごみ、家庭の生ごみ処理 機器で乾燥させた乾
燥 物などは、まとめてたい肥 化事業 者でたい肥 化され、
市民に無償で配布しています。土曜生ごみ投入でも希望
する方に配布しています。第一小学校での配布量は最近
1か月に約 30㎏ ～ 40㎏になります。

　　課題もいろいろと

１　広く周知を図る
　 　 市の市報やホームページ等では土曜生ごみ投入につ

いて紹介がありますが、市民に十分 周知されているとは
言えません。ごみリサイクルカレンダー等でも紹介しても
らう必要があります。

２　ボランティアの確保
　 　町会などの取り組みがあるところは、ボランティアの確

保が比較的安定していますが、そうでないところはボラン
テアの人数を揃えるのが大変になっています。町会への
働きかけや投入 参加者の中から希望者を募るなどの対
策があると思います。

３　市の事業とする
　 　 令和 2 年度一般廃棄物処理計画では、重点施策とし

て「生ごみ資源 化の推進」「生ごみ投入リサイクル事業
の実施、事業の見直し検討」とはっきり記載してあります。
　夏休み生ごみ投入事業と同じように、土曜生ごみ投入
活動も市民の自主性に任せるのではなく、市の事業として
位置づける必要があります。その中で必要な支援やイン
センティブ 等生ごみリサイクル事業を拡大充実させる必
要があります。

　 　なお、食用廃油の行政回収について実施を決めてお
きながらそのままでは情けない。早急に実施に当たっての
具体的な検討を開始するべきです。

＊いの＊の現場レポート

　梅雨らしい、雨がしとしと降る土曜日に、
加藤さんが管理している生ごみ投入の現
場、第一小学校を訪ねてみました。
　 小学校の校門に「生ごみリサイク
ル」と書かれた青い幟が雨に濡れて
います。こんな日にわざわざ家から生
ごみを持ってくる市民がいるのかしら 
…と少し心配になります。
　この日の当番は加藤さんの奥さまと、この春、市
議に初当選したＨさん。受け入れの時間は午前 9 時
～10 時の1時間です。開始から少し経つと、ぽつ
ぽつと生ごみを入れた袋やバケツを持った方たちが
やってきました。秤で重さを量って表に記入してから
処理機に生ごみを投入します。処理機は物置の中に
あり、ふだんは給食や学童保育から出る生ごみの処
理に使われています。
　小さなポリ袋に入れた生ごみを持ってきた方に「１
週間分ですか？ いつ頃からここに生ごみを持ってくる

ようになったんですか？」と聞いてみました。
「今週は外食が多くて少ないんです。いつか
ら来てるかなー。10 年前くらい？ 土曜日の 9
時過ぎにここに生ごみを持ってくるのが週末
の習慣になりました」とのこと。
　10時近くになると多くの方がやってきまし
た。廃油も持ってきた女性によれば「この後、
10時から開店するスーパーに寄るから、いつ
も最後の方に来る」のだそう。

　小金井市はせっかくごみ減量に成功している市として
名をはせているのに、市は生ごみや廃油の資源化をきち
んと事業化せずに、熱心な市民がいるのをよいことに「お
任せ」状態なのは情けない。
　川崎市は「eco-wa-ring Kawasaki」（エコワリング川
崎）と名打って、各家庭の生ごみを庭に埋めたり処理機（コ
ンポストなど）を用いて堆肥化してもらい、できた堆肥を市
内の農園で活用して安心安全な野菜を作り、食す…とい
うフードサイクルを大々的に始めて、市のイメージアップに
活用している。小金井市民として悔しいなぁ。


